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（指定番号 １２５２６８００４４） 

（介護予防）通所リハビリテーションサービス重要事項説明書 

（令和 ７年  １月 １日現在） 

１．施設の概要 

（１）施設の名称等 

   ・施設名     医療法人 徳洲会 介護老人保健施設しんかま 

   ・開設年月日  令和 ３年 １０月 １日 

    ・所在地      〒２７３－０１２１ 千葉県鎌ケ谷市初富９２９－６ 

   ・電話番号     ０４７－７７４－０００１    

   ・ＦＡＸ番号     ０４７－７７４－０００２ 

    ・管理者名     河合 雅毅 

    ・介護保険指定番号    介護老人保健施設（ １２５２６８００４４号 ） 

 

（２）介護老人保健施設の目的と運営方針 

   介護老人保健施設は、看護、医学的管理の下での介護や機能訓練、その他必要な医療と日常生活

上のお世話などの介護保健施設サービスを提供することで入所者の能力に応じた日常生活を営むこ

とができるようにし、１日でも早く家庭での生活に戻ることができるように支援すること、また、利用者

の方が居宅での生活を１日でも長く継続できるよう（介護予防）短期入所療養介護や（介護予防）通所リ

ハビリテーションといったサービスを提供し、在宅ケアを支援することを目的とした施設です。 

 

（３）施設の職員体制 

職種 
(介護予防）通所リハビリテーション 

常勤 非常勤 

管理者 １人   

医師 １人  １人 

看護職員    

介護職員 ７人  

支援相談員    

理学療法士 

６人  １人 作業療法士 

言語聴覚士 

管理栄養士 １人   

合計 １６人  ２人 

 

（４）営業日及び営業時間 

営業日 
月曜日～土曜日（祝祭日含） 

休業日：日曜日及び１２月３１日～１月３日 

営業時間 ８：３０～１７：００ 
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（５）通常の事業の実施区域 

    鎌ケ谷市、松戸市、船橋市、柏市、白井市 

（６）構造等 

敷 地    ２０, ５７７,３９㎡ 

  構 造    鉄筋コンクリート構造 地下１階 地上１０階建 

延べ面積  ４５,５２５,３５㎡  老健部分 ３,７６０,８５㎡  

利用定員  入 所  １００名  通 所   ２５名 

 

（７）主な設備の種類 

療養室：４３室（個室：２４室 ４人室：１９室）食 堂：３室                          

機能訓練室：１室  デイルーム：１室 一般浴室：２室  特殊浴室：２室 

 

２．利用料金 

（１）基本料金（介護保険負担分） 

  ＊介護保険サービス費（１月毎）に地域加算（１単位＝１０．３３円）が乗じられます。 

＊ご利用者様個々の「介護保険負担割合証」に記載の負担割合となります。 

①施設利用料 

＜要介護認定の場合＞ 

介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度および利用時間によって利用料が異なります。 

サービス提供時間 ６時間以上７時間未満 ［９時３０分～１６時００分］  

※悪天候におけるサービス提供時間短縮についての取り扱い 

サービス提供時間に応じた基本報酬は、実際に要した時間でなく計画内容に応じた標準的な時間

によるものとされている。実際のサービス提供時間が計画よりもやむを得ず短くなった場合には計画

上の単位数（通常の基本報酬）を算定。 

  「やむを得ず短くなった場合」に該当する事象 

  ・利用者の当日の心身の状況（体調不良等） 

  ・悪天候により、居宅－事業所間の送迎に通常よりも時間がかかった場合（台風・大雪等） 

・要介護１                     ７１５単位／日 

・要介護２                      ８５０単位／日 

・要介護３                     ９８１単位／日 

・要介護４                  １，１３７単位／日 

・要介護５                  １，２９０単位／日 

 

 ＜要支援認定の場合＞ 

  介護保険制度では要支援認定による要支援の程度によって利用料が異なりますが、一日当たりの利

用時間によっての利用料の変動はありません。 

要支援１                    ２，２６８単位／月 

要支援２                          ４，２２８単位／月 

・介護予防通所リハビリテーション減算 

 利用開始月から１２月を超えた場合             要支援１             １２０単位／月 

                                      要支援２             ２４０単位／月 

                                        

② リハビリテーション提供体制加算 ※要介護認定のみ 

  サービス提供時間 ６時間以上７時間未満 [９時３０分～１６時００分] 

                                                        ２４単位／回 

 ・指定通所リハビリテーション事業所において、常時、当該事業所に配置されている理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士の合計数が、当該事業所の利用者数の数が２５又はその端数を増すごとに１
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以上であること。 

 

③ 入浴の提供費用（選択的サービス）※要介護認定のみ   

＜入浴介助加算（Ⅰ）＞             ４０単位／回 

       入浴中の利用者の観察を含む介助を行なった場合に加算されます。 

＜入浴介助加算（Ⅱ）＞            ６０単位／回 

    医師等が利用者の居宅を訪問し、浴室における利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。

この際、利用者の居宅の浴室が、利用者自身又は家族等の介助により入浴を行なうことが難しい

場合は、訪問した医師等が介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し福祉用具の貸与・購入・

住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。事業所の理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士が、医師との連携の下で、利用者の身体の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴室

の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。 

上記の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて事業所にて入浴

介助を行うこと 

 

※通所リハビリテーション利用時間帯及び利用者の心身状態によっては、入浴サービスを提供でき

ないことがあります。 

 

④ 通所リハビリテーションマネジメント  

・医師を始めとした多職種協働で通所リハビリテーション計画を作成し、その計画の進捗状況を定期的に

評価し必要に応じて見直す等継続的にリハビリの質の管理をする。 

・理学療法士等リハビリ職員が、居宅介護支援を担当する介護支援専門員を通じその他の居宅事業の

従事者に対しリハビリの観点から情報の伝達を行う。 

・事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士等が、新規に通所リハビリテーション実施計画を作

成した利用者に対して、通所利用開始日から起算して１月以内に利用者の居宅を訪問し、診察・運動機

能検査・作業能力検査等を行い、居宅における利用者の日常生活の状況や家屋の環境を確認した上

で、居宅での日常生活動作能力の維持・向上に資する通所リハビリテーション実施計画を作成する。 

・指定通所リハビリテーション事業所の医師が、指定通所リハビリテーションの実施に当たり、当該事業

所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的

に加えて、当該リハビリテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーション

を中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する負荷等のうちいずれか１以上

の指示を行うこと。 

・医師が当該利用者に対して３月以上の継続利用が必要と判断する場合には、リハビリテーション計画

書の備考欄に継続利用が必要な理由、その他の指定居宅サービスへの移行の見通しを記載するこ

と。 

 

＜通所リハビリテーションマネジメント加算イ＞ ※要介護認定のみ 

開始月から６月以内    ５６０単位/月 

                          開始月から６月超      ２４０単位/月 

 医師が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得た場合 

    上記に上乗せ加算    ２７０単位/月 

 

・医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス事業等の担当者等で構

成されるリハビリ会議を開催し、専門的な見地からの情報を共有し会議の内容を記録する事。 

・構成員である医師のリハビリテーション会議への出席については、テレビ電話等（テレビ会議システム

の他、携帯電話等でのテレビ電話を含む）を使用してもよいこととする。 

・医師を始めとした多職種協働で作成した通所リハビリテーション計画の作成に関与した理学療法士、作
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業療法士又は言語聴覚士が利用者又は家族に説明し、同意を得るとともに、説明した内容等について

医師へ報告すること。 

・利用開始６月間は毎月、それ以降は３月に１回リハビリ会議を開催し、必要に応じて計画の見直しを行

う事。 

・理学療法士等のリハビリ職員が担当の介護支援専門員に対し専門的な見地から、利用者の能力自立

の為に必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関する情報提供を行う。 

・理学療法士等のリハビリ職員が利用者宅を訪問し、居宅サービス事業の担当者又は家族に説明し介

護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行う事。 

 

＜通所リハビリテーションマネジメント加算ロ＞ ※要介護認定のみ （LIFE） 

開始月から６月以内    ５９３単位/月 

                          開始月から６月超      ２７３単位/月 

医師が利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得た場合 

    上記に上乗せ加算    ２７０単位/月 

 

・上記（A）イの要件に加え、利用者毎の通所リハビリテーション計画書等の内容等の情報を厚生労働省

に提出し、リハビリテーションに提供にあたって、情報その他のリハビリテーションの適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用していること。 

 

⑤ 短期集中個別リハビリテーションの提供費用（選択的サービス）※要介護認定のみ 

短期集中個別リハビリテーション実施加算              １１０単位/ 日 

・退院・退所又は認定日から起算して３月以内の期間、１週につきおおむね２回以上、１回当たり２０分以

上、１日あたり４０分以上の個別リハビリテーションを集中的に行う事  

・⑥⑦の加算を算定していない事。 

 

⑥ 認知症短期集中リハビリテーションの提供費用（選択的サービス）※要介護認定のみ 

 ＊医師に認知症と診断されリハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれると判断された利

用者に対し、通所リハビリテーション実施計画に基づき医師の指示を受けた理学療法士等が個別に記

憶の訓練・日常生活活動の訓練を組み合わせたプログラムのリハビリテーションを行う事。 

＊対象者はMMSE検査又はHDS‐R検査において、おおむね５点～２５点に相当する者である事。 

   ＊過去３月以内に本加算を算定していない事。 

   ＊⑤⑦の加算を算定していない事。 

 

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）＞                        ２４０単位/ 日 

 

・退院・退所日又は通所開始日から起算して３月以内の期間に週２回限度で１日２０分以上行う事。 

 

 

＜認知症短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅱ）＞                    １.９２０単位/月 

 

・退院・退所日又は通所開始月から起算して３月以内の期間に月４回以上個別又は集団によるリハビリ

テーションを１回２０分以上行う事。   

・計画作成に当たって利用者の生活環境を把握する為、あらかじめ利用者宅を訪問する事。 

・計画には実施時間、頻度、方法をあらかじめ定めた上で行う事。 

・実施期間終了時に評価を行う際、利用者宅に訪問し、自宅における応用的動作能力や社会適応能力

について評価しその結果を利用者とその家族に説明する事。 

・リハビリテーションマネジメント加算（イ）又は(ロ)を算定している事。 
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⑦ 生活行為向上リハビリテーション提供費用（選択的サービス） 

＜生活行為向上リハビリテーション実施加算＞ 

         要介護認定                通所開始月から６月以内        １，２５０単位/月 

   要支援認定                通所開始月から６月以内          ５６２単位/月 

                 

・生活行為の内容の充実を図る為の専門的な知識もしくは経験のある作業療法士又はその研修を修了

した理学療法士もしくは言語聴覚士が配置されている事。 

・生活行為の内容の充実を図る為の目標及びそれを踏まえ実施頻度、場所、時間が記載された実施計

画をあらかじめ作成し行う事。 

・終了日前１月以内にリハビリ会議を開催し目標の達成状況を報告する事。 

・リハビリ会議にて訓練の進捗状況やその評価等について医師が利用者、家族、会議の構成員に説明

する事。 

・実施期間終了時に評価を行う際、利用者宅に訪問し、自宅における応用的動作能力や社会適応能力

について評価しその結果を利用者とその家族に説明する事。  

・リハビリテーションマネジメント加算（イ）又は(ロ)を算定している事。※要介護認定のみ 

・⑤⑥の加算を算定していない事。 

 

 ⑧ 移行支援加算 ※要介護認定のみ                               １２単位/日  

・リハビリテーションを行い、利用者の社会参加を支援した場合。 

・加算を算定する前年の１月から１２月までの評価対象期間とし、翌年１年間適用。 

・評価対象期間の利用終了者のうち（⑥の加算を算定した利用者を除く）、指定通所介護等へ移行した利

用者の割合が３％以上である事。 

・評価対象期間中にリハビリテーションの提供を終了した日から起算して、１４日以降４４日以内に通所リ

ハビリテーション終了者に対して電話等により指定通所介護等の実施状況を確認し記録すること。 

・リハビリテーション終了者が指定通所介護事業所へ移行するにあたり、当該利用者のリハビリテーショ

ン計画書を移行先の事業所へ提供すること。 

 

 ⑨ 中重度者ケア体制加算 ※要介護認定のみ                             ２０単位/日 

・人員配置基準に加え、看護又は介護職員を常勤換算方法で１以上確保している事。 

・前年度又は算定月の３月間の利用者総数のうち要介護３～５の者の占める割合が３０％以上である

事。 

 

 ⑩ 重度療養管理加算 ※要介護認定のみ                           １００単位/日 

・要介護状態区分が要介護３以上であり、且つ下記イ～リの状態にある利用者に対して、計画的な医学

的管理のもと通所リハビリテーションを実施した場合 

記 

 イ．常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 

ロ．呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 

ハ．中心静脈注射を実施している状態 

ニ．人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態 

ホ．重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

へ．膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者程度等級表の四級以上に相当し、かつ、 

    ストーマの処置を実施している状態 

ト．経鼻胃管や胃ろう等の経腸栄養が行われている状態 

チ．褥瘡に対する治療を実施している状態 

リ．気管切開が行われている状態 
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⑪ 口腔・栄養スクリーニング加算※要介護・要支援認定共通 

＜口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）＞  ・６月に１回を限度とする           ２０単位／回 

※ サービス利用者に対し、利用開始時及び利用中６か月ごとに口腔の健康状態及び栄養状態につい

て確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

＜口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）＞  ・６月に１回を限度とする            ５単位／回 

※ サービス利用者に対し、利用開始時及び利用中６か月ごとに口腔の健康状態及び栄養状態のいず

れかの確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供していること 

⑫ 口腔機能向上サービスの提供費用（選択的サービス）※要介護・要支援認定共通 

＜口腔機能向上加算（Ⅰ）＞ 

・要介護認定：１月に２回まで１５０単位／回  

・要支援認定：１５０単位／月 

 ※  口腔機能が低下している利用者、またはそのおそれのある利用者に対して、口腔機能の向上を

目的として、口腔機能改善管理指導計画に基づき個別にする口腔清掃の指導または実施、摂食、嚥

下機能に関する訓練の指導または実施した場合に加算されます。 

３月の期間ごとに評価見直しを行い、結果必要であればサービス提供継続と致します。 

＜口腔機能向上加算(Ⅱ)＞（LIFE） 

・要介護認定：１月に２回まで１６０単位／回  

・要支援認定：１６０単位／月 

 ※  上記、（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画書等の情報を厚生労働省に提出し、口腔

機能向上サービスの実施にあたって当該情報をその他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のた

めに必要な情報を活用していること。 

 

⑬ 一体的サービス提供加算※要支援認定のみ 

                         ４８０単位／月 

※ 栄養改善サービス、口腔機能向上サービスを１月につき２回以上行った場合に加算されます。 

  

⑭ 退院時共同指導加算 

                                                 ６００単位/回 

 退院時の情報提供を促進し、退院後早期に連続的に質の高いリハビリテーションを実施する観点から、

医療機関からの退院後に介護保険のリハビリテーションを行う際、リハビリテーション事業所の理学療法

士等が、医療機関の退院前カンファレンスに参加し、共同指導を行う。利用初日に１回に限り算定。 

 

⑮ サービス提供体制強化加算 

＜サービス提供体制加算（Ⅰ）＞ 

 （要介護認定の場合） 

  介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が７０％以上又は勤続年数１０年以上の介護福祉士が

２５％以上の場合                                           ２２単位／日 

介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が５０％以上の場合             １８単位／日 

（要支援認定の場合） 

 ・要支援１ 

   介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が７０％以上又は勤続年数１０年以上の介護福祉士

が２５％以上の場合                                         ８８単位／月 

介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が５０％以上の場合              ７２単位／月 

 ・要支援２ 

   介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が７０％以上又は勤続年数１０年以上の介護福祉士

が２５％以上の場合                                        １７６単位／月 
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介護職員総数のうち介護福祉士の占める割合が５０％以上の場合           １４４単位／月 

⑯ 介護職員等処遇改善加算 ※要介護・要支援認定共通  

  介護職員の賃金の改善等を実施している施設の場合、１月にご利用いただいた総単位数の８．６％が

加算されます。 

   

⑰ ・感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合 

※要介護認定のみ 

 前年度の平均延べ利用者数から５％以上減少している場合 ３か月間 

（特別の事情がある場合は１回の延長が認められる）                  基本報酬×３％ 

 

＊⑮⑯⑰は区分支給限度基準額から除外されます。 

   

⑱ 送迎減算                                              ４７単位／片道 

  事業所が居宅と指定通所リハビリテーション事業所との間の送迎を行わない場合。 

 

⑲ 科学的介護推進体制加算 ※要介護・要支援認定共通（LIFE）              ４０単位／月 

  ・利用者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔・嚥下機能、認知症の状況その他の利用者の心身状況等に

係る基本的は情報を厚生労働省に提出していること。 

  ・必要に応じて（介護予防）通所リハビリテーション計画を見直すなど、サービスの提供にあたって適

切かつ有効に情報を活用していること。 

   

（２）その他の料金（介護保険適用外料金） 

 

① 食費（おやつ代含む）                                   昼食   ７３０円 

（キャンセル料について） 

 利用前日、１７時以降にお休みの連絡をいただいた場合、食事のキャンセル料として１回分の食事代

が発生致します。但し、体調不良でお休みの場合は、キャンセル料は発生致しません。 

尚、利用当日のお休みの連絡は８：００～８：１５の間にお願い致します。８：１５以降のご連絡の場合、

体調不良でお休みの場合でもキャンセル料が発生致します。８時より前にご連絡する場合は、しんかま

代表番号０４７－７７４－０００１へお願い致します。 

 尚、利用中に体調不良等で早退された場合は、キャンセル料として請求させていただきます。 

② 教養娯楽費（創作活動・各種クラブ活動・レクリエーション・その他季節行事等を行うために施設で 

用意する材料・道具等の費用）                                     １００円 

③日用品費について 

 日用品はご家庭でご準備いただくか、柴橋商会で「通所セット」１日税別１２０円（税込み１３２円）を申し

込むこともできます。ご家庭でお持ちいただく場合には過不足のないよう、ご準備をお願い致します。 

 「通所セット」 

内訳：バスタオル２枚、フェイスタオル２枚、リンスインシャンプー、ボディソープ、ティッシュペーパー、

ウェットタオル（レギュラー） 

 

（３） 支払い方法 

・お支払い方法は、基本的にゆうちょ銀行からの口座引落しとなっております。 

・毎月１０日までに前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支払いください。お支払い

いただきますと領収書を発行いたします。 
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３．通所リハビリテーションについて 

 

（１）概要 

通所リハビリテーションについては、要介護者の家庭等での生活を継続させるために立案された居宅介

護サービス計画に基づき、当施設をご利用いただき理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーショ

ンを行い、利用者の心身の機能の維持回復を図るため提供されます。このサービスを提供するにあた

っては、利用者に関わる医師及び理学療法士、作業療法士その他専ら通所リハビリテーションの提供に

あたる従事者の協議によって通所リハビリテーション計画が作成されますが、その際には利用者・扶養

者（ご家族）の希望を十分に取り入れ、また、計画の内容については同意をいただくようになります。 

 

（２）サービスの内容 

① （介護予防）通所リハビリテーション計画の立案 

② 食事（食事は原則として食堂でお召し上がりいただきます。嗜好・病状による制限にも対応いたし

ておりますので、ご相談下さい。） 

         昼 食         １１時３０分～１２時３０分 

 

③ 入浴（原則として一般浴槽のほかはシャワー浴にて対応とさせて頂いておりますが、         

利用者の身体の状態に応じて中止させていただく場合があります。） 

④ 医学的管理・看護 

③  介護 

④  機能訓練（リハビリテーション、レクリエーション） 

⑤  相談援助サービス 

⑥  利用者が選定する特別な食事の提供 

⑦  行政手続代行 

⑩  その他 

＊これらのサービスのなかには利用者の方から基本料金とは別に利用料金をいただくものもございま

すので具体的にご相談ください。 

 

４．協力医療機関 

 

当施設では、下記の医療機関に協力をいただき、利用者の状態が急変した場合に速やかに対応をお

願いするようにしております。 

･ 協力医療機関      

名 称     医療法人 徳洲会 鎌ケ谷総合病院 

住 所   千葉県鎌ケ谷市初富９２９－６    ０４７－４９８－８１１１ 

 

５．施設利用に当たっての留意事項 

 

・介護保険証の確認 

ご利用のお申込みに当たり、ご利用希望者の介護保険証を確認させていただきます。 

・緊急時の連絡先 

緊急の場合には「申込書」にご記入いただいた連絡先に連絡します。 

・金品、貴重品の紛失・盗難についての責任は一切負いかねますので、持ち込まないようにしてくださ

い。 
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６．非常災害対策 

 

・防災設備  スプリンクラー、消火器、消火栓 

・防災訓練  年２回 

 

７．禁止事項 

 

・飲酒、指定場所以外での喫煙 

・危険物（火気・刃物等）の持ち込み 

・ペットの持ち込み 

・飲食物の持ち込み・持ち帰り 

・営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動 

 

８．要望及び苦情等の相談 

 

当施設には、支援相談の専門員として支援相談員が勤務していますので、お気軽にご相談ください。 

要望や苦情などは、支援相談担当者にお寄せいただければ速やかに対応いたします。また、７階に

備えつけられた「ご意見箱」をご利用いただき、管理者に直接お申し出いただくこともできます。受付窓口

は下記となります。 

 

（１） 介護老人保健施設 しんかま 受付窓口 

 

担当者 支援相談員、看護介護の長、事務長 

電話番号 ０４７－７７４－０００１ 

受付時間 月曜日～土曜日 ８時３０分～１７時００分  

 

（２） 公的機関の受付窓口 

 

鎌ケ谷市役所 

高齢者支援課 介護保険係  

住 所  鎌ケ谷市新鎌ケ谷２－６－１ 

電話番号 ０４７－４４５－１１４１（内線 ７４４） 

月曜日～金曜日 ８時３０分～１７時００分 

松戸市役所 

介護保険課 介護給付班 

住 所  松戸市根本３８７－５ 

電話番号 ０４７－３６６－７０６７ 

月曜日～金曜日 ８時３０分～１７時００分 

船橋市役所 

高齢者福祉部 介護保険課 

住 所  船橋市湊町２－１０－２５ 

電話番号 ０４７－４３６－２３０２ 

月曜日～金曜日 ９時００分～１７時００分 

柏市役所 

福祉部指導監査課 介護事業者担当 

住 所  柏市柏５－１０－１（本庁舎別館４階） 

電話番号 ０４－７１６８－１０４０ 

月曜日～金曜日 ８時３０分～１７時００分 

白井市役所 

高齢者福祉 介護保険係 

住 所  白井市復１１２３番地 

電話番号 ０４７－４９７－３４７３ 

月曜日～金曜日 ８時３０分～１７時００分 

千葉県国民健康保険団体連合会 

介護保険課 苦情処理係 

住 所  千葉市稲毛区天台６－４－３ 

電話番号 ０４３－２５４－７４２８ 

月曜日～金曜日 ９時００分～１７時００分 
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千葉県健康福祉部 

高齢者福祉課 介護事業所指導班 

住 所  千葉市中央区市場町１－１ 本庁舎１２階 

電話番号 ０４３－２２３－２８３４ 

月曜日～金曜日 ９時００分～１７時００分 

 

９．その他 

当施設についての概要は、パンフレットを用意してありますのでご請求ください。 

 

 



 11 

＜別紙１＞ 

個人情報の利用目的 

（令和 ７年  １月  １日現在） 

 

介護老人保健施設しんかまでは、利用者の尊厳を守り安全に配慮する施設理念の下、   

   お預かりしている個人情報について、利用目的を以下のとおり定めます。 

 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

〔介護老人保健施設内部での利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービス 

・介護保険事務 

・介護サービスの利用者に係る当施設の管理運営業務のうち 

 －入退所等の管理 

 －会計・経理 

 －事故等の報告 

 －当該利用者の介護・医療サービスの向上 

〔他の事業者等への情報提供を伴う利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち 

 －利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支 

援事業所等との連携（サービス担当者会議等）、 照会への回答 

 －利用者の診療等に当たり、外部の医師等の意見・助言を求める場合 

 －検体検査業務の委託その他の業務委託 

 －家族等への心身の状況説明 

・介護保険事務のうち 

 －保険事務の委託 

 －審査支払機関へのレセプトの提出 

 －審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

 

【上記以外の利用目的】 

〔当施設の内部での利用に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

 －医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

 －当施設において行われる学生の実習への協力 

 －当施設において行われる事例研究 

〔他の事業者等への情報提供に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

 －外部監査機関への情報提供 

・介護保険総合データベースへの情報提供 

 

 


